
 

事 務 連 絡 

平成３０年７月１３日 

   

 

別記団体 御中 

 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

 

 

医療機関・福祉施設における優生手術に関する個人記録の保有状況の調査について（依頼） 

 

 

平成８年に現在の母体保護法に改正される前の旧優生保護法に関しては、「優生保護法下

における強制不妊手術について考える議員連盟」や「与党旧優生保護法に関するワーキング

チーム」において議論が行われており、今般、当省に対し、医療機関及び福祉施設が保有す

る個人の優生手術に関する記録について調査するよう要請がありました。 

ついては、別添のとおり、都道府県、指定都市及び中核市を通じて、医療機関及び福祉施

設に対して調査を依頼したところですので、貴団体におかれては、会員医療機関・施設に対

して周知いただくよう御協力をお願いいたします。 

 

以上 

 

［照会先］ 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

   課長補佐 工藤春華  企画調整係 山崎博子 橋本捷太 釼持智洋 

   直通：０３－３５９５－２５４４ ＦＡＸ：０３－３５９５－２６８０  



 

（別記団体） 

日本医師会 

日本産婦人科医会 

四病院団体協議会 

全国社会福祉協議会 

全国児童心理治療施設協議会 

全国児童自立支援施設協議会 

全国婦人保護施設等連絡協議会 

全国身体障害者施設協議会 

日本知的障害者福祉協会 

日本重症心身障害福祉協会 

全国肢体不自由児施設運営協議会 

 



  

別添 

 

 

子発０７１３第２号 

平成３０年７月１３日 

 

   都 道 府 県 

各 指 定 都 市  母子保健主管部（局）長 殿 

中 核 市     

 

厚生労働省子ども家庭局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

医療機関・福祉施設における優生手術に関する個人記録の保有状況の調査について（依頼） 

 

平成８年に現在の母体保護法に改正される前の旧優生保護法に関しては、「優生保護法下

における強制不妊手術について考える議員連盟」や「与党旧優生保護法に関するワーキング

チーム」において議論が行われており、今般、当省に対し、医療機関及び福祉施設が保有す

る個人の優生手術に関する記録について調査するよう要請がありました。 

ついては、「医療機関、障害者施設等における旧優生保護法に関連した資料の保全につい

て（依頼）」（平成 30 年４月 25 日付子母発 0425 第１号・子家発 0425 第２号・医政総発 0425

第１号・障企発 0425 第１号）及び「保護施設における旧優生保護法に関連した資料の保全

について（依頼）」（平成 30 年６月 29 日付子母発 0629 第１号・社援保発 0629 第１号）に

おいて旧優生保護法に関連した資料の保全を依頼した医療機関及び福祉施設に対して、別添

の調査要領に従って別紙調査票による調査を実施していただき、各都道府県、指定都市及び

中核市において取りまとめた上で、別紙調査様式により調査結果を提出していただきますよ

う御協力をお願いいたします。 

  

 

以上 

 

［送付資料］ 

・医療機関・福祉施設における優生手術に関する個人記録の保有状況調査要領 

・調査票・調査様式 
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医療機関・福祉施設における優生手術に関する個人記録の保有状況調査要領 

 

１．趣旨・目的 

 旧優生保護法（以下「法」といいます。）に関する今後の検討に向けて、医療機関及び

福祉施設を対象に、法第３条（第１項第４号及び第５号を除く。）、第４条又は第 12 条に

基づき実施された優生手術に関する個人記録の保有状況について、当該保有状況の実態を

把握するための調査です。 

なお、本調査は個人の診療記録（カルテ等）やケース記録の洗い出し等の網羅的な確認

を医療機関・福祉施設に求めるものではなく、調査時点において、各医療機関・福祉施設

が把握している範囲内の情報について、回答を求めるものです。また、回答は任意です。 

 

２．調査対象医療機関・福祉施設 

  以下に該当する全ての医療機関及び福祉施設が対象です。 

・医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項

に規定する診療所（国立高度専門医療研究センター、国立病院、労災病院及び公立病

院を含む） 

※歯科医業を行うもの（医業と併せて行うものを除く）を除く全診療科が対象です。 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第 123

号）第５条第 11項に規定する障害者支援施設 

・児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 38条に規定する母子生活支援施設 

・児童福祉法第 41条に規定する児童養護施設 

・児童福祉法第 42条に規定する障害児入所施設 

・児童福祉法第 43条の２に規定する児童心理治療施設 

・児童福祉法第 44条に規定する児童自立支援施設 

・売春防止法（昭和 31年法律第 118号）第 36条に規定する婦人保護施設 

・生活保護法（昭和 25年法律第 144号）第 38条に規定する保護施設 

   ※個別の機関・施設等について対象となるかどうか疑義があるときは、５に記載の照会

先までご照会ください。 

 

３．回答期限 

  平成３０年８月２４日（金）までに、各医療機関及び福祉施設から回答を求め、９月２

１日（金）までに都道府県・指定都市・中核市ごとに取りまとめた上で調査結果をご提出

ください。なお、提出後に回答に修正が必要な場合には速やかにご連絡ください。 

 

４．調査事項 

調査票（別紙１）を調査対象となる医療機関及び福祉施設宛てに配布・回収し、結果を

集計の上、調査様式①・②（別紙２－１・２－２）に記入し、上記期限までに提出してく

ださい。 

（１）調査内容（別紙１：調査票）について 

① 医療機関・福祉施設の名称 
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２の調査対象医療機関・福祉施設について、名称を記入してください。 

② 医療機関・福祉施設の種別 

２の調査対象医療機関・福祉施設について、該当する種別を選択してください。 

③ 優生手術に関する記録の保有状況 

２の調査対象医療機関・福祉施設ごとに、法第３条（第１項第４号及び第５号を

除く。）、第４条又は第 12 条に基づき行われた優生手術に関する個人記録※につい

て、「ある」、「ある可能性がある」、「ない又はない可能性が高いと思われる」のい

ずれかを選択してください。  

※個人記録：記録の媒体（紙媒体・電子媒体）を問わず、カルテ等の個人の記録で

あって優生手術が行われた（又は行われた可能性がある）ことが分か

るものをいいます。したがって、優生手術一般に関する行政機関から

の通知等、個人のケースに関連しない資料は含まれません。 

※優生手術：「優生手術」と明確に記載がない場合であっても、記載の内容から優

生手術と推測される記載のある個人記録は対象になります。また、法

令上の根拠が不明な優生手術に関する個人記録も対象になります。 

 

    （参考）回答の基準について 

      ア）「ある」と回答する場合の例 

・現時点で優生手術に関する個人記録の存在を確認している場合（氏名・

性別・住所・生年月日等の記載の一部が欠落している記録を含む。） 

イ）「ある可能性がある」と回答する場合の例 

・現時点で個人記録を把握していない医療機関であって、過去に当該医療機

関で実施した優生手術の件数等の記録が確認されている場合 

・現時点で個人記録を把握していない医療機関であって、法の施行当時から

不妊手術を行っている医療機関である場合 

・現時点で個人記録を把握していない医療機関又は福祉施設であって、優生

手術の実施や個人記録の存在について職員や元職員の記憶又は証言があ

る場合 

・現時点で個人記録を把握していない福祉施設であって、施設入所者やその

家族から当該施設入所者が過去に優生手術を受けた旨を聞いたことがあ

る場合 

ウ）「ない又はない可能性が高いと思われる」と回答する場合の例 

・文書保存年限等により、法が母体保護法に改正される以前（平成８年９月

25 日以前）の記録を一切保存していない場合 

・法が母体保護法に改正された以降（平成８年９月 26 日以降）に設立され

た医療機関や福祉施設である場合 

       ※イ及びウの両方に該当する場合には「ない又はない可能性が高いと思われ

る」を選択してください。 
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④ 保有している記録の内容 

   ③について、「ある」を選択した場合には、記録の種別を「優生手術申請関係書

類」、「優生手術決定関係書類」、「その他優生保護審査会関係書類」、「診療記録（カ

ルテ等）又はケース記録」、「その他」から選択してください（「その他」を選択し

た場合には自由記載欄にその内容を記載してください。）。また、手術が実施された

（又は可能性がある）時期を記載するとともに、保有している記録に記載のある手

術を受けた（又は受けた可能性がある）個人の人数を記入してください。 

 

※優生手術申請関係書類：優生手術申請書、健康診断書、遺伝調査書、同意書等

の優生手術の申請に係る記録です。 

※優生手術決定関係書類：優生手術適否決定通知書、優生手術実施医師指定通知

書、優生手術実施報告票等の手術の実施が決定した後

の記録です。 

※その他優生保護審査会関係書類：優生保護審査会の資料、議事録等の記録です。 

   ※記録の内容について、手術を受けた（又は受けた可能性がある）方の氏名等の

個人を特定することができる情報の記載は必要ありません。 

 ⑤ 保有している可能性があると判断した理由 

③について「ある可能性がある」を選択した場合には、記録を保有している可能

性があると判断した理由を記入してください。 

 

 （２）都道府県における集計（別紙２－１及び２－２：調査様式①・②）について 

   ① 別紙２－１には、各都道府県等において、調査対象数（調査票を送付した医療機

関・福祉施設数）を記入するとともに、医療機関及び福祉施設の種別ごとに「ある」、

「ある可能性がある」及び「ない又はない可能性が高い」と回答した件数、「ある」

と回答した医療機関又は福祉施設が保有している記録に記載のある手術を受けた

（又は受けた可能性がある）個人の人数を集計した結果を記入してください。また、

回答がなかった施設及び回答しない旨連絡のあった施設についても集計し、「回答

なし」として件数を記入してください。 

   ② 別紙２－２には、「ある」、又は「ある可能性がある」と回答した施設について、

回答の詳細を記入してください。 

    

（３）留意事項 

・医療機関・福祉施設からの回答について、特記すべき事項があれば、様式２－２

の「特記事項」に記入してください。 

・調査対象医療機関・福祉施設が多い場合は、必要に応じて調査様式の行を追加し

て記入してください。 

・調査結果については、医療機関・福祉施設名が特定されない方法で整理・公表す

る予定です。 
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４．提出先 

botaihogo@mhlw.go.jp 

 

５．本件照会先 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

  課長補佐 工藤春華 企画調整係 山崎博子、橋本捷太、釼持智洋 

  連絡先 直通：０３－３５９５－２５４４ 

ＦＡＸ：０３－３５９５－２６８０ 



医療機関・福祉施設名称 担当者

医療機関・福祉施設種別

優生手術に関する
個人記録の有無

※下記①～③から選択　

手術実施時期

　
人

②と回答した場合は、「ある可能性がある」と判断した理由

　　　　　　記録の種別
※下記A～Eから選択
※複数回答可

　

＜備考＞
個人記録：記録の媒体（紙媒体・電子媒体）を問わず、カルテ等の個人の記録であって優生手術が行われた（又は行われた可能性がある）ことが分
かるものをいいます。したがって、優生手術一般に関する行政機関からの通知等、個人のケースに関連しない資料は含まれません。
優生手術：「優生手術」と明確に記載がない場合であっても、記載の内容から優生手術と推測される記載のある個人記録は対象になります。また、
法令上の根拠が不明な優生手術に関する個人記録も対象になります。

（参考）記録の有無に関する回答の基準について
ア）「ある」と回答する場合の例
・現時点で優生手術に関する個人記録の存在を確認している場合（氏名・性別・住所・生年月日等の記載の一部が欠落している記録を含む。）
イ）「ある可能性がある」と回答する場合の例
・現時点で個人記録を把握していない医療機関であって、過去に当該医療機関で実施した優生手術の件数等の記録が確認されている場合
・現時点で個人記録を把握していない医療機関であって、法の施行当時から不妊手術を行っている医療機関である場合
・現時点で個人記録を把握していない医療機関又は福祉施設であって、優生手術の実施や個人記録の存在について職員や元職員の記憶又は証
言がある場合
・現時点で個人記録を把握していない福祉施設であって、施設入所者やその家族から当該施設入所者が過去に優生手術を受けた旨を聞いたこと
がある場合
ウ）「ない又はない可能性が高いと思われる」と回答する場合の例
・文書保存年限等により、法が母体保護法に改正される以前（平成８年９月25日以前）の記録を一切保存していない場合
・法が母体保護法に改正された以降（平成８年９月26日以降）に設立された医療機関や福祉施設である場合
※イ及びウの両方に該当する場合には「ない又はない可能性が高いと思われる」を選択してください。

①と回答した場合は、保有している記録の種別、手術が実施された（又は可能性がある）時期及び当該記録に記載
   のある手術を受けた（又は受けた可能性がある）個人の人数

人数記録の種別欄でEを選択した場合の記録の内容

A 優生手術申請関係書類
B 優生手術決定関係書類
C その他優生保護審査会関係書類
D 診療記録（カルテ等）又はケース記録
E その他

①「ある」
②「ある可能性がある」
③「ない又はない可能性が高いと思われる」

旧優生保護法に関する今後の検討に向けて、医療機関及び福祉施設を対象に、旧優生保護法第３条（第１項第４号及び第５号を除く。）、第４条又
は第12条に基づき実施された優生手術に関する記録の保有状況について、任意の回答により、当該保有状況の実態を把握するための調査です。
下記回答期限の時点で把握している範囲内で、以下の項目につき、回答をお願いします。

回答期限：平成30年８月24日（金）
回答提出先：○○県○○課・・・・

＜別紙１：調査票＞

旧優生保護法に関する記録について（ご協力のお願い）

①医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所（国立高度専
　 門医療研究センター、国立病院、労災病院及び公立病院を含む）
   ※歯科医業を行うもの（医業と併せて行うものを除く）を除く全診療科が対象です。
②障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第11項に規定
   する障害者支援施設
③児童福祉法（昭和22年法律第164号）第38条に規定する母子生活支援施設
④児童福祉法第41条に規定する児童養護施設
⑤児童福祉法第42条に規定する障害児入所施設
⑥児童福祉法第43条の２に規定する児童心理治療施設
⑦児童福祉法第44条に規定する児童自立支援施設
⑧売春防止法（昭和31年法律第118号）第36条に規定する婦人保護施設
⑨生活保護法（昭和25年法律第144号）第38条に規定する保護施設

※下記①～⑨から選択



人数

※１調査対象のうち障害者支援施設及び障害児入所施設の合計を記入してください。

※２調査対象のうち障害児入所施設を除く母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設の合計を記入してください。

※３調査対象のうち婦人保護施設及び保護施設の合計を記入してください。

その他福祉施設（※３）

回答数

＜別紙２－１：調査様式①　集計票＞

提出自治体名：

医療機関

障害者施設（※１）

ある ある可能性がある ない又はない可能性が高い 回答なし
調査対象数

児童福祉施設（障害児入所施
設を除く）（※２）



例 ○○病院 病院又は診療所 ある B D － － －
昭和25年～昭和38
年

－ 5 －

例 △△病院 病院又は診療所 ある可能性がある － － － － － － － －
病院開設時（昭和40年）から現在まで母体保
護に関する不妊手術を行っていることから優
生手術の記録が存在する可能性がある。

例 ☓☓診療所 病院又は診療所 ある可能性がある － － － － － － － －
優生手術の記録が存在すると聞いたことがあ
る。

例 障害者支援施設□□障害者支援施設 ある可能性がある － － － － － － － －
かつて入所者が優生手術を受けたという話を
聞いたことがある。

1 　 　 　 　 　 　 　

2 　 　 　 　 　 　 　

3 　 　 　 　 　 　 　

4 　 　 　 　 　 　 　

5 　 　 　 　 　 　 　

6 　 　 　 　 　 　 　

7 　 　 　 　 　 　 　

8 　 　 　 　 　 　 　

9 　 　 　 　 　 　 　

10 　 　 　 　 　 　 　

11 　 　 　 　 　 　 　

12 　 　 　 　 　 　 　

13 　 　 　 　 　 　 　

14 　 　 　 　 　 　 　

15 　 　 　 　 　 　 　

16 　 　 　 　 　 　 　

17 　 　 　 　 　 　 　

18 　 　 　 　 　 　 　

19 　 　 　 　 　 　 　

20 　 　 　 　 　 　 　

21 　 　 　 　 　 　 　

22 　 　 　 　 　 　 　

23 　 　 　 　 　 　 　

24 　 　 　 　 　 　 　

25 　 　 　 　 　 　 　

※②の選択肢「児童福祉施設（障害児入所施設を除く）」は、調査対象の児童福祉施設のうち障害児入所施設を除く母子生活支援施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設をいいます。

提出自治体名：

＜別紙２－２：調査様式②　個別票＞

整理番号
①医療機関・福祉施

設の名称
②医療機関・福祉施設

の種別
③優生手術に関する
記録の保有状況

⑨特記事項⑧保有している可能性があると判断した理由⑤手術実施時期

⑦手術を受けた
（又は可能性が
ある）個人の人

数

⑥「その他」の記録の内
容

④保有している記録の種
別
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